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建築線制度に関する研究・その 5

一一一建築線類似手法による市街地形成の計画化一一一

石田頼房*

蔀健夫**池田孝之*付

要約

戦前の指定建築線制度が無計画な市街化の規制において示した有効性と問題点にっし‘ては既に報告し

たしまた，そ乙から， 1980年制度化の地区計制度に対するいくつかの教訓を導いた。しかし今日，都

市計画をとりまく環境及び制度は戦前のそれとは大いに違って来ている。

本研究は，戦前の建築線制度i乙類似したスプローJレ規制の最近の事例を検討して，地区計画制度の運

用iζ対する補足的教訓を導くことを目的としている。

第一節では最近の事例を建築線制度の運用タイプにならって三つのカテゴリー，即ち，郊外地整理一

般，区画整理促進助成および区画整理補助に分類し検討した。

第二節では，郊外地整理一般に属する神奈川県城山町の事例を詳細に調査検討した。

本研究で明らかにした点および結論は次の様である。

(1)，戦前には極めて多かった区画整理補助型の実例は，最近は少ないが，郊外地整理一般型および区

画整理助成型に優れた例が見られる。

(2)， 1968年都市計画法l乙基づく開発許可制が，優れた事例の中では重要な役割を果している。それら

の事例において，計画された道路境界線には建築物の突出を規制する何等の法的力も付与されていない

から，地方自治体は計画道路を実現するのに開発許可制に基づく行政指導l乙頼らなければならない。

(3)， 1968年法の開発許可制は， 0.1 ha(一部の地域では0.03ha)未満の開発行為をその対象から除外し

ているので，それ等の小規模開発および個別建築行為には行政指導は実質的な効果がない。開発許可制

の乙の弱点は地区計画制度の実施上の深刻な問題となる。

(4)，建築線類似手法は細街路を事業的手法でなく規制誘導で実現するものとされていたが，優れた事

例では，補助幹線的道路を事業的手法で早期l己実現している乙とが計画的規制誘導の実施にとって有効

である乙とが明らかとな勺た。

(5)，境界整理も計画規制を実施してゆく上で有用であるが いまだ制度化されていない。
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はじめに

戦前，市街地形成の計画化などに大きな効果をあげた

建築線制度は， 1950年の市街地建築物法の廃止，建築基

準法の成立によって事実上なくなったといえる。勿論，

戦前の建築線制度の手法内容に含まれる多くの点は，建

築基準法にも引き継がれた。即ち，接道義務(建築基準

法第43条)，突出制限(同法第44条)，壁面線指定{同法

第46条)などであり，申請による指定建築線に関しては

「道路位置指定jとして，より整備された内容で 1)制度化

された(同法第42条1項5号，第45条)0 Lかし戦前，

郊外地における市街地形成に最も大きな役割を果した積

極的指定建築線の手法は，戦前lζ既l乙指定されたものの

一部か有効であるとされただけで 2)新しく指定する乙

とは出来なくなってしまった。
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その後，建築線とし‘う言葉自体が死語となる程の時間

の経過とともに，積極的指定建築線の持っていた意義と

効果も，都市計画・建築行政関係者から忘れられて来て

し.tこo
1981年に制度化された地区計画制度では，あらかじめ

地区整備計画として，地区施設仲間街路および小公園な

ど)を定め，開発行為・道路位置指定・建築行為等に対

して，届出勧告制(都市計画法第58条の2) ・開発行為

の基準化(同法第33条)・道路位置指定に関する特例

(建築基準法第68条の 3)・予定道路の指定(同法第

68条の4)などの手法によって計画への適合を求める乙

とを可能にした。これは西ドイツの地区詳細計画

CBebauungsplan)等の導入であるという性格と同時に，

戦前の積極的指定建築線制度の復活という側面ももって

いる。

勿論，西ドイツの現在のBebauungsplanが，市街地建

築物法の積極的指定建築線手法がその範としたドイツの

Fluchtlinienplanの発展である乙とからすれば，乙れは

当然の乙とといえよう。いわば我国は，積極的指定建築

線制度廃止後30年の空白の後fC，その発展した形態であ

るBabauungsplanの制度を再導入したという乙とにな

るのである。

地区計画制度は，様ざまな運用によって我国の都市計

画，とりわけ新市街地形成の計画化に大きな役割lを果す
ものと期待されているが，その具体的運用手法に対し，

西ドイツ等の教訓|とともに，戦前の積極的指定建築線手

法の教訓の持つ意味は大きいといわなければならない。

乙の点については本研究その2(石田他，1980:144-151) 

で既に述べた。本稿では建築線・地区計画制度の空白期

とみられた1950年から1980年の聞に，主として開発行為

等の制限(都市計画法第3章第 l節)とかかわって，地

方自治体iとより行なわれて来た，積極的指定建築線手法

と類似した手法による開発行為等の規制誘導事例をとり

あげ，そ乙から今後の地区計画制度運用への教訓を引き

出す乙とを目的とする。

まず，資料等により，幾つかの異なった型の事例を戦

前の積極的指定建築線運用のタイプと関連させて検討し，

更に，神奈川県津久井郡城山町町屋本郷地区について行

なった事例調査研究にっし‘て報告する。

1. 積極的指定建築線類似手法の事例について

地区計画制度の創設にあたっては，西ドイツ等の地区

詳細計画制度の研究とともに，国内における地区計画的

手法の先進事例の調査が行なわれ，多くの事例が集めら

れ，地区計画制度つ‘くりの上IC生かされたし，また，今

後の制度の運用IC生かしてしぺ事が期待されている。収

集された事例は，幾つかのカテゴリーに分類整理されて

いる。地区計画制度を検討審議した都市計画中央審議会

との関連で設けられた高山委員会のレポート(住宅都市

整備公団・社会開発総合研究所， 1980: 33 -52)では，

aスプロール地域あるいは新市街地の基盤整備型， b計画

開発地の建築誘導型， c優良市街地の保全あるいは誘導

表1-1 最近の建築線類似手法の事例

地区計画 対応する建築線 事例名称、 計画策定 計画の実現手段・運用

の型 指定のタイプ 時期主体 計画図

基盤整備型 ①郊外地整理 -茨木市細街路整備計画 1971 市 1/3000 -行政指導，一部整備費助成

一般 -高槻市細街路整備計画 1972 市 1/2500 -行政指導

-寝屋川市細街路計画 1967 市 1/3000 -行政指導

-城山町町屋本郷地区地 1974 町 1/1000 -行政指導，町道は町整備

区街路計画

-那覇市首里大中町細部 1960 市 1/600 -都市計画決定にもとづく制

街路計画 H艮

③区画整理促進 -仙台市荒井地区整備計 1978 市 1/2500 -行政指導，後に区画整理予定

助成 画

-勝田市地区整備計画 1971 市 1/2500 -行政指導，後IC区画整理

-福井市開発基本図 1970 市 -行政指導，後i乙区画整理

③区画整理補助 -名古屋市藤森東部区画 1966 組合 -権利者による合意

整理筆界線通路

-研究学園都市私道設置 1971 -権利者による協定

協定(案)等

既成市街地 ④既建築地への -那覇市壷屋町細部街路 1960 1/600 -都市計画決定，市単独事業
環境整備 積極指定 計画
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型， d既成市街地の環境整備型の4つに分類している。

又，林秦義C1981:103-135)は，基盤整備型，建築物の

秩序化型，既成市街地再整備型，地区総合行政型に区分

している。本研究で取りあげようとする建築線類似手法

は，乙れ等の分類の基盤整備型に相当するものであるが.

新しい事例も加えて，戦前の積極的指定建築線の指定タ

イプにそって細分類して見ると表 1-1のようになる。

以下，簡単にその内容と問題点を見ておこう。

三一---!酬
~都市計画道路

ーー一ー補助幹融道路(9.0m)

ーー一一区画道路 (8.3m) 

ー区画道路 (6.3m) 
F 区画道路 (4.3m) 

茨木市細街路マスタープラン

cr新市街地整備と地区計画Jより)
図1-1 

寝屋川市細街路計画(緑町重点地区)

実現状況 (寝屋川市資料より作図)

おり，対象地区は13地区 610haである(住都公団他，

1980)。乙れ等の事業は，基本的iζは，開発行為・建築行

為Ir:対して，開発指導要綱等l乙基づく行政指導により，

計画図への適合を求めるものであり，①あくまで行政指

導であるので，運用にあたってゆ道路位置の変更，幅員

削減等の計画変更を生じやすい，②開発行為が分散的iζ

発生するため，形成された道路がネットワークにならな

らない，⑨個別建築行為の行政指導が困難，などの点が

指摘されている。

醐

関

目
日

図1-2 

1-1 郊外地整理一般型の建築線類似手法の事例

郊外地整理一般の積極的指定建築線は，区画整理等を

伴なわず，建築線の指定だけでスプロール地域の基盤整

備の計画化をはかろうとするものであり，戦前の積極的

建築線指定の中には多くの例が見られる。ただ，土地の

区画形質の変更を伴なわなし・ので，指定にあたって，土

地の所有界・筆界との関係を充分慎重Ir:考慮しないと

形成が困難である乙と，乙の乙とから，土地の区画形状

が比較的整形である地区(新田開発地等)での指定や既

存道路拡幅のための指定の実現性が高いことなどが指摘

されて来た(石田・池田， 1979;石田他， 1980)。

この手法IL類似する先進的事例としては，従来，大阪
府下の諸都市が，大阪府細街路等整備事業助成制度 09

67 -1978)3)，のもとで取りくんで来た事業が，優れた事例

としてあげられて来たが，本研究の第2節で詳細に取り

あげる神奈川県城山町町屋本郷地区の事例，都市計画決

定Kより細街路整備を進めている那覇市首里大中町の事

例(池田， 1982)も乙れに属する優れた事例である。

(1).大阪府細街路等整備事業

大阪府は，府下のスプロール地域における市街地基盤

整備の水準を高める ζとを目的IL.細街路等整備事業助
成制度 0967-1978)を設けた。乙の助成制度は，対象

地域の市町村4)が細街路整備マスタープランを策定して

開発・建築行為を規制誘導する場合，建築基準法の最低基

準の4mを乙えた幅員で、補助幹線的道路を整備させるの

を容易lとするため，府が市町村Ir:対し整備事業費を補助

するものである。

乙れ等の市町村の対象区域の多くは，条里制iともとづ

く水田地帯であり，里道が比較的規則正しく配置され，

土地の区画も整形で，郊外地整理一般型の建築線類似手

法を適用するのに適した地区であるといえよう。

茨木市の場合は.1971年に市総合計画の方針にもとづ

き「区画道路整備計画Jとして立案された。計画内容は

区画街路 (4.3m)，細街路 C6.3m.8.3m).補助幹線

道路 C9. 0 m )の三段階とし，約100mメッシュで配置

しており，中心市街地を除いた市街化区域をカバーして

いる(図1-1 )。

高槻市の場合は.1972年の立案で，区画道路は定めず，

細街路 (6.0m.8.0 m)を約100mメッシュで配置して
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図1-2は，寝屋川市の一地区(緑町重点地区)にお

ける細街路計画とその実現状況 0980年12月現在)を示

したものである。51

乙の地区では， 1967年の府制度制定i乙ともなって，既

存里道の拡幅を基本iζ，約200mメッシュ(条里制の2

町四方iζ相当する)の補助幹線的道路を配置する細街路

計画を立案し，開発行為・建築行為の行政指導にあたっ

て来た。しかし，その後の開発行為は既存里道1[.接続し.

メッシュの内部をアトランダムに埋める形で進行してい

った。図 1-2で既存道路として示されているものの相

当部分がこの時期に形成されたものである。 1971年IL細

街路計画の改定がおこなわれ，①旧細街路計画道路の内

一部を拡幅修正，②メッシュが約 100m (条里制の 1町

iζ相当)Iとなる様に細街路を補充し，③更に，おおむね

30-40mの間隔で、区画街路i乙相当する道路を配置する，

などの計画修正を行なっている。図 1-2から計画実現

の状況を概観すると，①開発行為として市街化が行なわ

れている部分は比較的計画適合度が高い(図中央下半部)

しかし，②土地筆界との関連で位置ずれをおこしている

もの，@開発規模・宅地規模の零細化により，計

画にない区画街路が発生せざるを得なくなってい

る部分など，計画との相違も多く見られる。④1967年lζ

計画された補助幹線的道路，(延長約4km)のうち，全幅

形成されているものが約23%，部分形成しているものが

約10%であるが，未形成部分も既存道路の拡幅計画が多

いので，大まかなネットワークを形成しているといえる。

⑤図 1-2からだけでは分からないが，個別建築行為に

より計画道路の実現が阻まれ，道路の系統的機能が損な

われている場所が見られる。

(2)，城山町町屋本郷地区地区街路計画

乙の事例については，本研究第2節で詳細に報告する

のでそれに譲るが，その特徴は，計画内容が既存町道(幅

員3.0m未満)を町単独事業で5.0-9.0m I乙拡幅整

備する「町屋本郷地区道路整備基本構想Jと，開発行為

を指導するガイドプランとしての「開発指導計画Jの2
つの計画によって構成されていた事にある。特に，r基本
構想JIζ基づく補助幹線的道路の整備は，町の責任にお
いて(地主・開発業者による用地の提供はあるものの)

行なわれている点は重要である。また，城山町は人口

14， 732人(1980年)の町であるが，乙の様な計画・事業

を町独自に立案実行した乙とは特筆iζ値する。

(3)，那覇市首理大中町細部街路計画

乙の計画は，本土復帰以前の1960年8月iζ琉球政府に

よって決定告示されたものであるが，スプローノレの進行

しつつあった郊外住宅地に対し，幅員4m，6m， 9m 

などの細街路を都市計画決定し整備を進めている特殊な

事例である(池田， 1982)。

都市計画決定の手続きは，①地元地区からの要請を受

Eヨ細部街路計画練 塵雪間金形成 医習岡部分形成 1-1突出建物

図1-3 首里大中町内細部街路の形成状況



石田他:建築線制度に関する研究・その5

け，市が計画策定している。②600分の l現況測量図を

作成し，乙れをベースに計画してし必。③案の説明会等

は行なっていないが.1959年6月に岡市の壷屋町地区と

ともに市議会に提案審議されている。④細部街路計画の

都市計画決定は，公報K告示されているが，文書による

もので，図面の告示はない。しかし，計画図の閲覧は出

来る。という様なものであった。

細部街路計画は図 1-3K示した様なものであり，そ

の幅員別構成は表 1-2 !乙示した。幅員別lζ見ると.6m

が1.715mと総延長の約52%.9mを加えれば総延長の4

分の3を占め，乙の細部街路計画の目的が細街路形成の

水準を幅員及び街路パターンの面で向上させる乙とにあ

る事は明らかである。幅員9mの計画街路は全てが既存

道路の拡幅計画であり，補助幹線的道路を意図している。

乙れに対し，幅員6mおよび4mの計画街路は，区画街

路の形成を誘導規制する意図で配置され，新設の比率も

高い (6m街路で 31.3%.4 m街路で58.9%)。

道路形成の状況は表 1-31<::示したようである。①計

画幅員別或いは拡幅・新設別1<::相違はあるものの，全体

として，全形成18.5%.部分形成 36.6% となって~ .る。

②しかし，未形成の中には既存道路(既に一定以上の幅

員を持つものを含む)の拡幅計画が多く，計画街路部分

l乙何等かの道路があるという点から見れば，全計画街路

の 85.7~ぢがその様な状況になっており，全体として道路

パターンの形成誘導の点では一定の効果をあげていると

いえよう。③一方，図 1-31ζ見られるように，計画に

よらない細街路の形成，既存細街路の存続，裏宅地も多

く見られ. r細部街路計画Jが建築敷地の接道条件を整
え，必要にして十分な区画街路を計画するという点でな

お不足しているといえる。

本事例の問題点を簡単にまとめると次の様になろう。

第 lは決定手続とその法的効果の点である。那覇市の

細部街路計画は，①都市計画決定によ勺て4m・6mと

いうような細街路までを計画決定しているとと，②しか

し，当初の意図はともかくとして，市単独事業としての

実施が困難になったため，実現の方法としては都市計画

決定にともなう建築制限のみに頼る乙ととなった。都市

計画決定にともなう建築制限は，戦前の建築線指定によ

る突出制限よりもはるかに弱L、ものであり，③首里大中

町の事例でも.1965年以後に建築された街路計画線にか

かわる建築物の内32.6%が道路計画線から突出して建築

されており，中には道路計画線の中央lζRC造建物が建

設されている例さえ見られる。

第2は細部街路の計画技術上の問題である。①乙の地

区では計画にあたって 600分の 1(後に 500分の 1)の

現況測量が行なわれているが，境界確定は行なわれてお

らず，公図と現況道路とがズレてし・る等の問題があり，

詳細な地図を生かしきれなかったこと，③計画策定1<::あ
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表1-2 首里大中町細部街路計画幅員耳IJ構成

街路延長:単位m ( )内は労

道芝 新設 拡幅 変更 合計
4m 480.0 308.5 26.5 815.0 (24.7) 

(58.9 ) (37.9 ) (3.2) (100.0 ) 

6m 536.5 971.0 207.5 1， 715.0 (52.0) 

(31-.3) (56.6) (12.1) (100.0) 

9m 767.5 767.5 (23.3) 

(100.0) 000.0) 

合計 1，016.5 2‘047.0 234.0 3，297.5 
(30.8) (62.1) σ1 ) 000.0) 

表 1-3 首里大中町紬部街路形成状況

街路延長:単位m. ( )内は労

計画街路 全形成 部分形成 未形成 メ仁hゴ、 計

新
4m 
68.5 232.0 179.5 480.8 

c1 4.3) (48.3) (37.4) (100.0) 

51.5 291.5 193.5 536.5 
6m 
(9.6) (54.3) (36.1) (1 00.0) 

設 120.0 523.5 373.0 1，0 1 6.5 

cl 1.8) (5 1.5) (36.7) (100.0) 

拡
284.5 12.0 12.0 308.5 

4m 
(92.2) (3.9) (3.9) (100.0) 

206.0 427.0 338.0 971.0 
6m 
(2 1.2) (44.0) (34.8) (100.0) 

。面
108.0 659.5 767.5 

9m 
(I 4.1) (85.9) (I 00.0) 

490.5 547.0 1.009.5 2，047.0 

(24.0) (26.7) (49.3) (I 00.0) 

26.5 26.5 
4m 

(I 00.0) (100.0) 

137.0 70.5 207.5 
6m 

(6 6.0) (34.0) (100.0) 

137.0 97.0 234.0 

(58.5) (4 1.5) (100.0) 

244.0 218.0 815.0 
4 ml (43.3) (29.9) (26.8) (100.0) 

257.5 855.5 602.0 1，715.0 
6m 
cl 5.0) (49.9) (35.1) cl 00.0) 

108.0 659.5 767.5 
9m 

(I 4.1) (85.9) (100.0) 

610.5 1，20 7.5 1.479.5 3，297.5 

c1 8.5) (36.6) (44.9) (l 0 0.0) 

変

更

i弘、
口

ふ

l
===ロ
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たって道路境界線・道路中心線，筆界等と計画線との関

係の考慮が必ずしも充分でなかったし，また，③無理の

ない街路計画線を指定出来るような一定の整形性が土地

の区画形質iとそなわっていなかった。

第3は，地区住民・土地所有者の認識の問題である。

①本計画は地元の要請がきっかけとなったといわれてい

るが，計画決定にあたって充分な権利者・住民の参画が

あったとはし‘えなし、。②決定後においても計画を積極的

l乙住民にP.R.し，または具体的に地区に表示するなどの

措置がとられていない。

第4は，乙の様な計画を実際iζ運用してゆく執行体制

の整備が不充分であったという問題であろう。

1-2区画整理促進助成型の建築線類以手法の事例

戦前における区画整理の促進助成のための建築線制度

の運用には， ("アH区画整理施行の見込ある地区IL於ては
極力建築線の非設定主義を採り，未整理の偉の市街化fr

圧迫を加へj区画整理へ誘導し，(イ)組合設立の認可ある

迄は， I設計通りの建築線以外指定しない方針」をとり

(ウ)認可されれば「其の設計の道路は指定建築線に準ずる

ものとして取扱jう， ~工H整理地区内に於ける建築線の

指定並に建築願届書の受理に当っτ整理組合に打合せし
めJるなどの方法を組み合せておじなわれていたという

(池口，194ω 。現在では，都市計画法第53条により，都

市計画決定された/区画整理施行区域内では都市計画制限

が働くし，土地区画整理法第76条によって，事業計画の

認可・組合の設立認可等の公告があった後においては，

「土地区画整理事業の施行の障害となるおそれのある土

地の形質の変更若しくは建築物その他の工作物の新築，

改築若しくは増築」等は，一般的iζは都道府県知事の許

可を必要としているし，知事は許可iζ当って施行者の意

見を聞くことになっている(同条第2項)ので，上述の

運用の(ウ)位)は法的iζ担保されてし・るといえよう。問題

は， (ア)(イ)の運用，即ち建築線指定制度の運用により区

画整理ICI追い込むj乙と，及び，認可前から，施行上

の障害となる行為を制限することである。

現在使う乙との出来る制度で，("ア)の運用に近いものとし

ては， I大都市地域における住宅地等の供給の促進に関

する特別措置法jによる土地区画整理促進区域(同法第

3章)であろう。乙の規定により， 区画整理による住

宅市街地の整備を促進すべき地域について，促進区域iζ

指定すれば事業認可以前においても将来施行の障害とな

るおそれのある行為に関し:都道府県知事の許可制にかか

らゼることができる。しかし，乙の制度は大都市地域IL

限定された制度あり，実際上あまり使われていなし、。

乙乙で紹介する事例は，上述の区画整理の促進助成の

ための建築線の運用でいえば， (イ)のタイプに属ずるもので

ある。いずれも，市街化区域の未市街化区域で，区画整

理事業を施行する ζ とを予定しているが，ただちに事業

化出来ない地区について，計画図を策定して開発行為・

建築行為を規制誘導する乙とにより，区画整理事業の施

行の障害となる事態の発生を防止しようとするものであ

る。

3つの事例は，勝田・福井両市が市街化区域の未市街

化区域ほとんど全域について適用しているものであり，

仙台市は荒井地区約100haについてのものである乙と，

計画図の性格が，勝田・福井両市の場合は区画整理設計

図として用意した図面であるのに対し，仙台市荒井地区

日
目
一
凶

Eヨ開発区域境界
Eヨ区画道路
L2!ZJ公園

a地区整備計薗 b開発許可申請

図1-4 勝田市 地区整備計画による開発指導例

c指導後の開発計画

界

画

商

画

日
目
一
凶
一
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以上の開発行為に対する行政指導。地区整備計画への適

合を強力に求めるほか，最小限敷地200uf"公園面積率3

M以上などの開発水準を要求する。③0.1-0.3 haの開発

行為に対しても要綱に準じて地区整備計画への適合をチェ

ックする。④建築確認にあたって，地区整備計画(すなわ

ち将来の区画整理設計である)について周知をはかり，

事業施行時における移転の可能性について事前IL了承を

求める「お願い制度jなどの手法でお乙なわれている。

図lー4は，地区整備計画図にもとづく行政指導lとよ

り開発申請の計画図が変更された様子を比較的よく示し

ている事例制である。乙乙で注目される乙とは，地区整

備計画の計画道路自体も開発行為との関係で若干の変更

が行なわれており，地区整備計画が，あまり硬直的でな

く運用されている事である。 乙の開発申請の場合，開

発区域，開発計画などと地区整備計画との聞の計画上の

不適合はあまり大きなものではないので，指導前と指導

後で宅地率の減少は5.9%1ζ留まっているが，計画不適合

が大きい事例では，開発予定区域の中から宅地化に適さ

ない不整形土地等が生ずる場合があり，乙れは開発保留

地として鮪発区域から除外される(図 1-5)。

勝目市の地区整備計画による開発指導の問題点を要約

すれば，① 0.3ha未満の開発行為・道路位置指定・個別

建築行為等が充分規制誘導出来ないため，乙れ等が噌加

すると地区整備計画の実現が全体として困難になる。②

開発行為の計画内容と地区整備計画の相違が大きいと開

発保留地に見られる様な矛盾が大きくなる。③乙れを避

けようとして地区整備計画で既存道路や土地境界線を重

視すると整備水準が低下し，最終的には区画整理設計に

も影響する(仙台市荒井地区の場合の様IC)。④ 0.3ha

以上の開発行為の区域は区画整理区域から除外すること

になっているが，その公共用地負担は基本的に区画道路

のみであり，区画整理事業の公共減歩より低い。⑤した

がって，乙の様な開発行為の量が多くなると残余の土地

の区画整理事業が困難となる。

勝目市地区整備計画は(仙台・福井の事例も同様). 

区画整理の促進助成型の建築線類似手法といっても，区

画整理事業ICr追い込む」という積極的促進助成(前述
の⑦のタイプ)ではなく，事業計画認可前の障害を成る

べく防止するという消極的促進助成である。しかし，乙

の様な手法でも開発行為，建築行為を完全に排除するこ

とは出来ない。その意味では，乙の様な手法のみで長期

間を経過すべきではなく，早期iζ区画整理事業の認可iζ

持ち込むべきであろう。

1-3 区画整理補助型の建築線類似手法の事例

( r新市街地整備と地区計画Jより) 区画整理事業で造成される区画道路が，建築敷地の過

図1-5 勝田市地区整備計画による開発指導例 小化の傾向ともあいまって，必ずしも個々の建築敷地の

(開発留保地の多い例) 接道条件を満たす量と配置にな「ていない乙と，即ち区

は既存道路，既存建築物配置に基づいた計画図であり，

その点では前項の郊外地整理一般に近いものである，な

どの点で相違がある。乙乙では，勝田市地区整備計画に

ついて簡単に述べる(詳細な内容は，都市計画設計研究

所.1978を参照)。

勝田市は，戦前の軍需工業都市計画による区画整理事

業以来，土地区画整理事業i乙関する実績の高い都市であ

るが，市街化区域の可住地1，935halCっし、て事業を施行す

る計画で，その30.29訓ζ当る564.3haについて既に施行

中または施行済である(1980年3月末現在)。 地区整備

計画は1971年に区画整理施行予定区域の全域について，

32地区(内8地区は区画整理施行済及び施行中)IC区分

した上で，区画整理設計標準iζ基づいて策定された計画

である。地区区分は将来の土地区画整理区域であり，計

画内容は区画整理の案といえる性格のものである。した

がって，計画内容は都市計画決定済みの都市計画道路，

補助幹線道路 (9-12m)， 区画街路 (6m)などの道

路網，近隣公園・児童公園，小中学校・高校などの公益

施設の配置を含んでいる。

区画整理事業認可地区，区画整理施行区域計画決定地

区(勝岡市の場合. 4地区822.9ha)においては，当然

前述のような法律に定められた手法によって開発行為・

建築行為が規制誘導されるが，単なる区画整理予定地区

であるそれ以外の地区においては，地区整備計画による

規制誘導は「勝田方式Jと呼ばれる幾つかの手法を組みあ
わせて行なわれている。 r勝目方式」は，①「借地方式J
即ち，都市計画道路6) 近隣公園，大規模公益施設等の

借地 7)による早期用地確保と整備。乙れにより区画整理

予定地区の骨格をつくり，以下の開発指導をやりやすく

する効果がある。②宅地開発指導要綱にもとづく，0.3ha

J
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画整理事業の街区が過大である乙とは戦前・戦后を通じ はない。設定範囲は，図 1-6に示すように，駅周辺の

て一般的傾向である(石田・波多野.1982)。区画整理 商業業務街区のうち. 9街区である。

補助としての積極的建築線指定は，乙のような街区の過

大=区画道路の不足を，建築線の計画的系統的指定で補

なおうとしたものである。戦前においては，それは極め

て一般的に使われた技術手法であった(石田・池田，1979: 

52-54)。
しかし， 1950年建築基準法制定iとより建築線制度が廃

止されてから後は，乙の手法の類似事例は寡聞にしてほ

とんど知らない。乙れは何故であろうか，戦前のこの手

法の長所の一つは，指定建築線開の土地は将来の道路用

地として，強力に担保されながらも，当面は従来の土地

利用(主として農地としての利用)が継続出来ることであ

った。戦后の制度でこれに相当する用地の担保手法はな

かった。道路位置指定は道路の築造か前提であって，計

画のみで指定を受け，それにより用地の確保をはかると

いうことは出来ない。また，前述の計画図iと基づく行政

指導も，開発許可lとともなって効果をあげるものであり，

個別建築行為が予想される区画整理街区の中では効果は

期待出来ない。即ち，①区画整理の区画道路で接道条件

を満たしている敷地の場合，たとえ補助的計画街路にか

かっても建築行為を規制する事は出来ない。②逆iζ区画

整理の区画街路では接道条件を満たしていない土地の部

分を，補助的街路の計画線だけで救済することは出来な

い。地区計画制度の予定道路指定は，①の点を可能にし

たが，②の点、については何も規定していない(即ち出来

なし、)。

乙冶であげた2つの事例(研究学園都市は案)は，土

地権利者の合意により，区画整理街区の中1<::補助的道路

を指定して用地の確保をおこない，将来の市街地形成に

おいて不足する道路を計画的1<::補なおうとするものであ

る。

名古屋市藤森東部区画整理事業は，地下鉄東山線の延

伸実現を契機に， 86.2 haの区域について施行された組

合施行の事業である。乙の事業は極めて短期間(組合設

立後3年で工事完了， 4年10か月で組合解散)1ζ行なわ

れたが，事業内容としては「集合保留地J9) など多くの

興味ある手法がとられてし必。その中の 1つに「筆界線

通路」があり，乙れは区画整理補助型の建築線類似手法

である。

「筆界線通路jは「藤が丘駅を中心とする，業務地区

予定地内lζ，筆界線iと幅員 5mの防塵舗装通路を設定し，

将来，各庖舗，事務所等の商品搬入路，駐停車施設文は

緊急時ω避難路として，使用し，前面道路の通行秩序の
確保とスムーズな流通をはかった。 Jと組合のパンフレ

ットにも書いてある様に，交通安全対策を目的として設

定されたものであり，各換地は区画整理道路と筆界線通

路の双方に接しているが換地の再分割をねらったもので

Eヨ筆界関 Eヨ筆橋霧!
自区画担道路

図1-8 名古屋市藤森東部区画整理筆界線通路

筆界線通路は，区画整理事業の区画街路ではなく，区

画整理事業上は換地として割りつけられた土地の，裏界

線上IC振り分けで設定された私道である。したがって，

主地はあくまで各権利者に換地された土地の一部の集り

に過ぎない。又，形態上は道路の形をしており，防塵舗

装が施されていても，改めて道路位置指定を受けない

限り建築基準法上の道路とはならない。

乙の様な筆界線道路は，区画整理事業iとともなう権利

者の合意によって設定されてし‘るものであって，その土

地が通路でなくなり建築敷地化してしまわない担保力は

結局住民の合意による協定的な力(法的な裏づけはない

が)によるものといえよう。一部の街区で，①通路用地

が駐車場と一体的に使われ，通路としての機能を失なっ

ているもの，②街区短辺i乙沿った土地が一体的に使用さ

れたため通路出口が塞がれてしまったもの(通路は屈曲

して通じている)，③建物は後退しているが通路として

は未形成の街区，などの計画不適合が見られる。また，

筆界線通路によって事実上接道条件を満たしている様な

敷地分害IJも数例みられる。

研究学園都市は種々の事業手法の組み合せによって開

発されているが，その内に住宅公団(現住宅・都市整備

公団)の施行する土地区画整理事業によって市街地基盤

整備のおこなわれた区域が1.100haある。 ζの区画整理

事業区域の内，民有換地面積は実iζ510ha1乙達している

が，そ乙では郊外地開発区画整理事業において避けがた

い現象である「おくれJ， IずれJが見られる。そこで，
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民有換地の市街地形成の秩序化を図る方策の研究が行な

われ(都市計画設計研究所.1977a ; 1977b) ，幾つか

の提案がお乙なわれたが，その中!c:::r協定開発制度J
「私選設置協定制度H宅地届出制度jなどの，何らか

私道計画線には何等の法的規制力もない為，届出勧告的

手法だけで計画に適合した区画道路を実現する乙とは困

難であろう。

の形で私道建設の秩序化にかかわる制度も含まれている。 2. 神奈川県城山町町屋本郷地区における計

乙れ等の提案は必ずしも充分に検討された案とは言い難 画図による市街化の規制誘導

いが，いずれも，区画整理済地区における計画的な私道 前節で，最近の建築線類似手法による市街地形成の規

設置を扱っているという点で見れば，区画整理補助型の 制誘導事例を，戦前の積極的指定建築線の運用タイプ分

建築線類似手法と見る乙どが出来よう。「協定開発信IJ度J 類!L従って整理し，概観した。本節では，その内の神奈

「私道設置協定制度jの2案は，いずれも「協定jを県 川県城山町町屋本郷地区の事例をとりあげて詳細に検討

知事と結んだ地権者が「組合」を作って事業的iζ私道建 する。本事例は郊外地整理一般型の建築線類似手法であ

設を含む市街地形成の秩序化を図るものである。特!c:::f私 り.1980年の地区計画制度でいえば「現iζ市街化しつつ

道設置協定制度Jは，共同整備の対象を区画整理街区内 あり，又は市街化する乙とが確実と見込まれる地域」で

の私道だけに限定しており，前述の藤森東部区界整理区 のスプロール防止のための適用(都市計画法第12条の4

域の筆界線通路IC:::極めて近い手法である。ただし，乙、 第 3項2号要件).!C:::相当するものである。この区画整

では民有換地の再分割利用のための私道の整備を目的と 理をともなわぬ，スプロール防止のための適用の具体的

しているので，道路位置指定を受ける乙とが不可決とな 手法と可能性については，制度化以前lζ思考実験的方法

り，整備後は建築基準法第45条により廃止または変更は で検討が行なわれているもののPなお実践的知見におい
制限を受ける。「宅地届出制度Jは.r宅地割ガイドプランj て不足している。戦前の郊外地整理一般型の積極的指定
(私道取付位置を含む)をっくり，それに基づいて土地 建築線運用の効果と問題点が，スプロール地域における，

の区画の変更に対して指導勧告する制度である。事業的 区画整理を伴なわない地区計画制度の適用に貴重な教訓

手法ではなく規制誘導的方法であり，その意味では戦前 を残している事は明らかであり，乙の点については既に

の区画整理補助型積極的指定建築線手法に最も近いとい 報告した(石田・池田.1979;石田・池田他.1980)。

えるかもしれない。しかし r宅地割ガイドプランjの しかし，戦前と現在とでは都市計画をとりまく環境も，

表2-1 城山町(町屋本郷地区)都市計画年表

年 月 事 項

1967. 3. 「城山町総合開発計画の基本構想j区画整理の必要性を提起。

" 1 1. 城山町，相模原都市計画区域iζ編入。
1 970. 6. 市街化区域・市街化調整区域の都市計画決定。

「城山町東部土地区画整理基本計画」立案を委託。

1 9 7 1. 3. 2500分の 1地図作成。

19 7 2. 4. 開発行為指導基準制定。

1 9 7 3. 1 1. 町屋本郷地区. 500分の l地図を作成。

" 12. 用途地域指定。
1 974. 3. 「川尻東部第一土地区画整理事業計画書」。

" 4 (新)開発行為指導基準制定。乙の頃より町屋本郷地区のプランによる開発指導
はじまる。

1 9 7 5. 4. 特定道路等指導要綱制定 (2項道路の扱い)。

1 9 77. 区画整理事業を断念。道路整備計画IL着手。

" 10. 「町屋本郷地区道路整備基本構想Jを定める。地元説明実施。
地区西半分の測量を行ない 300分の l地図を作成。

1 9 78目 3. 道路用地買収価格等算出基準制定。

" 4. 道路用地買収・事業を開始。地区東半分の測量，地図作成。
1 980 4. 道路用地買収価格等算出基準改定。

1 98 1. 5 工業専用地域整備基本構想決定。
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由一都市計画街路番号
，2..~- ¥.!Y-道路巾員

レ/--Eヨ区画整理道路巨ヨ緑 道

Eヨ公園緑地 Eヨ町屋本郷地区界

都市計画の制度も大きく変っている。その意味で，郊外

地整理一般型の建築線類似手法の最近の適用例である本

事例は，戦前の教訓を現在につなぐ意味も含めて，今後

の地区計画制度の適用に対して参考になる点が多し・と考

えられる。

2-1 城山町の都市計画と地区街路計画策定の経緯

神奈川県津久井郡城山町は，人口14，732人 0980年)

の比較的小さな地方自治体である。 1960年代の前半まで

は，減山ダム(津久井湖)の建設工事 0965年完成)，ζ 
ともなう流入人口増の他は，あまり人口の変動はなく，

大都市近郊の農山村であった。しかし， 1965年以後，前

述の津久井湖の完成lとともなう観光地化，多摩ニュータ

ウン建設にともなう京王・小田急両電鉄線の延伸構想な

どによって，急激に都市化・住宅地化の動きが見られる

ようになった。

図2-1 城山町東部区画整理基本計画案(971)

城山町は，乙うした動きに対して都市計画法の適用を企

図し，1966年6月l乙城山町総合開発計画基本構想、の立案を，

東京都立大学都市計画研究室(川名古エ門教授)に依頼し

た。報告書(都立大都市計画研， 1967)は1967年3月IL提

出された(表2-1)。その内容の要点は，①町域内を，

東部(平担畑地帯)，西部(津久井湖周辺)，北部(城

山湖周辺丘陵地)，南部(相模川右岸地域)1[. 4区分し

開発目標および問題点を提示した乙と。また，⑨都市計

画法の適用i乙当り，何らかの方法lとより市街化が予想さ

れる地域とそれ以外の地域を明確に区分して)保全すべき

地域は近郊緑地保全法等を適用すべき乙と。③東部地域

巨J1971.3現在建物 0019川寸973，6建設建物

図2-2a 町屋本郷地区 1973年6月現況図
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がスプロール状の市街地iとならないため「区商整理が不

可欠であるJ乙と。④北部丘陵地はテーィベロパーによる

開発が予想されるので，用途地域. (きびしb、)空地地

区を定め，宅地造成事業法等で規制誘導すべきこと。⑤

都市計画区域は相模原都市計画区域との関係を充分考慮

する乙と，などの点を具体的に指摘していた。

本研究で取りあげる町屋本郷地区は，上述の③で区画

整理の必要性が指摘された東部地域に属していた。しか

し，市街地形成の秩序化のためには「不可欠」とされた

区画整理事業が組合設立の段階で暗礁にのりあげ断念さ

れたため，それに代る秩序化の手法として，計画図によ

る開発行為の規制誘導が登場する乙とになるのである。

図2-2b 町屋本郷土償区 1979年5月現況図

図2-2c 町屋本郷地区 1982年1月現況図
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1967年11月，城山町は相模原都市計画区域l乙編入され，

1968年都市計画法の成立にともない，1970年6月に市街化

区域・市街化調整区域の区域区分が行なわれた。 1979年

4月現在で，都市計画区域1.91lha(100.0 %) ，市街化区

域184ha(9.6 %) ，市街化調整区域1，727ha( 90. 4 %)と
なっている。

1970年，前述の「総合開発計画Jの考え方を受け，東

部地域的 250ha (その大部分が市街化区域)について

土地区画整理事業を行なうため，基本計画の立案が八

洲測量株式会社に委託され， 1971年IL基本計画案が作成

された(図2-1 )。

乙の計画図は，京王線の延伸と町内への新駅の建設を

前提にした計画で，構想計画の域を出なかった。次いで，

その第一期事業として川尻東部第一土地区画整理事業が，

町屋本郷地区37.3haを対象地区として進められることに

なり，土地区画整理組合の設立の準備が進められ， 1974 

図2-3 城山町東部第一(町屋本郷)区画整理事業基本計画図(1974)

医召基本構想道路(現道あり)

匡司基本構想道路(淵なし)

Eヨ開発指導計画道路
Eヨ筆

図2-4 城山町町屋本郷土的区，地区街路計画
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年3月ILI基本計画書Jと基本計画図(図2-3)が作
成された。

しかし，乙の区画整理組合の設立が土地権利者の合意

の点で難行している聞に，地区内における建築行為・開

発行為が増加する傾向が目立ちはじめた(図2ー2a )。

1972年に城山町は開発行為指導基準を制定し， 1968年都

市計画法の開発許可制度の運用に当って来たが，開発は

ランダムに無秩序に発生するので，乙れ等IC対して個別

的に対応するだけでは市街地形成を秩序化する事はとて

も出来ないと考え，まず，次々に出て来た開発行為等を

同じ地図上i乙プロットする事を行なった。更に，開発行

為11:対してより高い整備水準を求める趣旨で， 1974年4

月に新開発行為指導基準を制定した。その頃，町屋本郷

地区等について系統的な開発指導を行なう一環として，

あらかじめ細街路網計画図を作成しておき，開発許可IL
当って，その計画図に対する適合を求めるととにより形

成される街路網の秩序化をはかる乙とが試みられるよう

になったJD
一方， 1976年秋から続けられた区画整理組合設立の同

意書集めの結果，同意が組合設立の面積要件を満たさな

し、事が明らかとなり， 1977年1月lζ区画整理組合の設立

は断念される乙とになった。そ乙で町当局は，乙の地区

において道路等の公共施設整備を区画整理以外の方法で

行なう必要があると考え，そのための計画を立案する乙

とになった。 1977年10月に完成したこの計画は，住民説

明会による意見聴取，不在地権者 (21名)1ζ対する資料

匡ヨ工専計画道路

送付・アンケートをへて， I町屋本郷地区道路整備基本

構想Jとして決定され，実施に移されたのである。
乙の様lζ，開発行為指導のための細街路網計画(以下

「開発指導計画」と呼ぶ)と町屋本郷地区道路整備基本

構想(以下「基本構想、計画Jという)とは，一応別個に
立案されたものであるが，その後， 1000分の 1集成公図

に合せて表示され(図2-4)，開発指導等に用いられている

(以下，乙れを総称して「地区街路計画Jと呼ぶζとに

する)。

2-2 地区街路計画の性格

城山町の地区街路計画は，前述の様に「開発指導計画」

と「基本構想計画」を集成したものとして1977年に成立

したが，その後，地区内にある工業専用地域の整備に関

し「工業専用地域整備基本構想Jが1981年iζ策定され，

その中IC工業専用地域周辺の道路計画が含まれているの

で(図2-5)， 現在は 3つの計画を統ーしたものとい

う性格をもっている。以下，乙の3つの計画について概

観し更に，地区街路計画を，実現しなかった区画整理

事業基本計画と対比して検討して見ょう。

(1) 開発指導計画

乙の計画は， 1974年4月1日制定(1978年11月l臼改
正)の城山町開発行為指導基準13)にもとづく開発指導の

ガイドプランとしての性格をもっている。同基準第3章

1において，開発行為にともなう公共施設等の全般的基

準として「区域内lζ都市計画決定された街路，公共下水

童書工業専用地域 隆習住居地域

図2-5 町屋本郷地区，用途地域および工専計画(1981)
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道，公園等都市施設が含まれるとき，または，町におい

てその他公共，公益施設の整備計画があるときは，その

計画iζ適合させるための用地を確保し，町と協議するこ

と。 Jと定めているが，開発指導計画は「その他公共，
公益施設の整備計画jにあたり，その計画区域内におけ

る開発行為は「その計画に適合させるJことが求められ
ているのである。

開発指導計画は東部第一区画整理区域の全域37.3haが

対象区域であり，当時の既存町道を前提とし，それに接

続して開発行為が行なわれるものとして計画されていTこ。

当時の町屋本郷地区の道路状況・市街化状況は図2-2a 

1<::示したとおりであるが，道路としては一般県道八王子城

山線が地区の東よりを南北iζ横切り，主要地方道相模原

与瀬線が地区南東隅にわずかに接している他，地区の北

・南・西の境界をなす町道が，それぞれ約8m.約6m.

約5.5mで整備されているにすぎず，その他の町道は幅

員3m未満の全く未整備の道路であった。開発指導計画

は乙の様な既存町道が形づくる f街区」の中を小街区に

分割する様lζ区画街路を配置したものである(図 2-4)。

区画街路の配置は，開発行為指導基準第4章環境整備関

係の 41己規定する最小限敷地120nfを基本lζ画地割計画

を仮におこない，それに必要にして充分な様な街路の量

と配置となるよう留意し，街区長辺は70m以下となる様

1<::計画したという。道路幅員は計画図の上では特lζ指定

されていないが「指導基準J1乙開発規模・道路延長との

関係で基準が示されている。

このような郊外地整理一般型の建築線類似手法におい

ては，区画街路の配置にあたって土地所有界及ひ、筆界を

配慮する乙との重要性が，戦前の建築線制度の運用の教

訓!として知られている。乙の計画では，画地割り込みに

当って土地所有界に充分留意し，異なる所有者の土地に

跨がって画地割り込みをする事は一般的には避けている

が，同一所有者の場合の筆界を跨がった画地割りは特に

避けていない。又，区画街路の配置は筆界l乙設定されて

いる例が多い。乙の場合，たとえそれが所有界であった

としても，地権者閣の話しあいにより道路整備が行なわ

れるならば負担の公平化が図られると考えて計画された

ものであろう。戦前の積極的J旨定建築線の事例でも，筆
界lζ指定されて実現している例が少なくない事から見て，

乙れは必ずしも不適当とはいえない。しかし部分的で

はあるが，所有界を横断する区画街路を街区長辺にとっ

た部分があり(図2一7のキ，図2-10).乙れは多数の

土地所有者の一致がなければ街区が形成され得ないとと

から見て，問題のある指定であったといえる。

乙れ等の点については，形成状況とあわせて後iζ検討す

る。

(2) 町屋本郷地区道路整備基本構想

基本構想計画は，東部第一土地区画整理区域約37.3ha

のうち，県道八王子城山線以西，即ち，東を岡県道，西

を町道町屋橋線，北を町道相模原界松風橋線，南を町道

参道線K囲まれた約32haについて計画されてし唱。

乙の計画は基本的には既存町道の拡幅計画であり，そ

の方針を示した文書と構想図からなっている。文書は，

「基本方針」でこの計画が区画整理断念iとともない「既

存道路を基幹として，道路網並ひi乙排水施設等14)の整備

を行なうものである事を述べ，更に「基本計画」で道路

建設の原則，道路幅員の構成，排水施設，事業の実施に

ついて述べている。構想の主な点は，①既存道路の拡幅

改良を基本にするが，②必要に応じ新設道路も計画し，

乙の場合は.r開発指導の中で築造する乙とを原則!とす到。
③道路幅員構成は通過交通量を抑えるため幅員をおさえ

る，④現iζ住宅の密集する道路を先行する，④説明会を

開催する，などである。

構想図は.2500分の lの地図に示されているが 15)地

区中央に既存水路敷も用地としてとりいれた幅員 9mの

町道原宿堀線を配し，既にやや市街化の進行してし Bる地

区西半分の町道を幅員 5mlζ東半分の町道を 5.5mおよ

び6.5mlL拡幅するものであり，一部lζ新設道路を含む

が，それは基本構想道路全体の約18.2% 1<::過ぎない。

道路網のパターンとしては，前述の周辺道路および町道

原宿堀線によって，当地区を2つ(構本構想、対象外の県

道八王子城山線以東を含めれば3つ)1ζ分割し，その中

lζ基本構想道路を100-150 m間隔で配置し，大街区を

形成している。

基本構想道路の整備は町が整備責任を負う(開発者等

による用地負担はあるにせよ)事が原則となっている。

(3) 工業専用地域整備基本構想

工業専用地域整備基本構想(以下「工専計画J)は，

県道八王子城山線の西側の9.1haの工業専用地域 1<::関

連する整備構想、である。乙の地区は.1973年に既存工場

を中核に工業専用地域K指定されたが. 1981年現在で

5目ohaが工場敷地として利用されているに過ぎず，他は
ほとんど農地のままである。乙の工業専用地域は第一種

住居地域に直接隣接しているという極めて特殊な計画と

なっており，特!<::北側境界には，現状でも，また「基本構

想計画jによっても!6)全く道路が無く，工専と l種住専

が接する計画になっていおり，このまま市街化すれば環

境上の問題を生ずる事は明らかである。

工専計画は文書と構想図からなるが，要するに工業専

用地械の西側境界iζ8m.北側境界100mの道路を計画

し，あわせて道路沿いの工場敷地内に幅員4mの緑地帯

を設けさせ，周辺住宅地との分離を図ろうとしたもので

ある。しかし，他の2計画と不整合な点を残しており，

今後調整を必要とするし，区画街路は進出工場の規模に

より計画するとして，構想図l乙計画されていないが，或

程度まで系統的な道路網とする為!<::は，区画街路の計画
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も必要であろう 17)

(4) 地区街路計画と区画整理計画

前述の様lζ，開発指導計画と基本構想計画は別個に計

画されたものであるが，前者は既存町道が形成する「街

区Jを前提にしており，後者は，基本的にはその町道の
拡幅整備計画であることから，相互に大きな矛盾なく重

ねあわせる事が出来た。乙れが，図2-41と示した地区

街路計画である。両者の問に若干残された矛盾は.基本

構想計画における新設道路計画をめぐるものであって.

町道の間隔がやや大きい部分に配置された新設基本構想

道路が開発指導計画道路と重複している所が見られる(図

2-7のサ参照)。

地区街路計画の性格を見るために，断念された土地区

画整理事業基本計画(図2-3)と比較して見ょう。区

画整理計画は，地区を東西・南北l乙貫く 2本の都市計画

道路予定線18)(東西 上矢部津久井湖線16m，南北:砂

大島界線20m)を基本にしている。工業専用地域の西側

は，幅員26mの公園緑地(両側の区画街路を含み遮断帯

の総幅員は約40m)が，東側と南側には幅4mの緑地が

配置され，工業専用地域と住宅地を遮断している。公園

はこの他iζ4ケ所あり，合計すると16，950rrf ，区画整理

区域面積の4.55訓ζ相当する。

地区街路計画は既存道路の拡幅整備を骨格にし，区画

整理計画と全く異なった道路パターンである。類似した

部分は県道八王子城山線の東側の部分だけで、あり，これ

は，乙の部分が区画整理計画当時(1973年頃)既iこ市街

化が及んでおり，家屋移転を少なくするため現況重視の

区画整理計画となっているためである。両計画の幅員別

計画道路延長は表2-2のようである。区画整理計画は，

16m以上の都市計画道路11.1%(延長比)を含み， tlm 

以上が29.6%となっており， 6m未満の道路は，わずか

12.5%1ζ過ぎない。乙れに対し，地区街路計画では8m

以上は既存県道の拡幅計画を含めて6.4%にとどまり， 6

m未満の計画街路が全体で84.3;;弘基本構想道路でも58.6

%をしめる(なお，開発指導計画道路は，計画図上に幅員

は明示されていないが，指導基準および実現状況から計

画幅員を推定分類した)。道路率で見ても区画整理計画が

20.8%であるのに対し，地区街路計官では15.6%1L:留まっ

ている。また，歩道付きの道路も，区画整理計画で1，526m

lζ対し地区街路計画は約706mと少ない。ただ道路総

延長は地区街路計画の方がわずかに大きい。

地区街路計画には公園緑地計画は含まれていないが，

区画整理事業のために先行買収した用地を用い，面積

2，008rrfの児童公園が1ケ所設けられている。開発行為指

導基準の第 3章公共施設等の整備の4では， r住宅建
築を目的とした3，000平方メートル以主の開発行為につい

ては，開発区域面積の3パーセント以上，若しくは計画

人口 l人あたり 3平方メートル以上のいづれか多い公園

用地を確保し，町iζ無償譲渡することJを求めているが，
この指導基準の適用を受けた開発行為は現在までのと乙

ろ，わずか 1例にすぎず，それも道路脇の帯状緑地であ

る。

要するに，地区街路計画は区画整理計画と対比して見

れば，建築敷地の接道条件においてやや優れる他は，一

般的な意味でいう整備水準は低いといわざるを得ないP)

2-3 地区街路計画にもとづく 1982年までの街路整備

「開発指導計画JILそった道路形成は， ["開発行為指

導基準Jに基づき開発者負担で1974年頃から進められ，
f基本構想計画JIζ基づく町道整備は，基本的IL:は町の

表2-2 区画整理と道路整備基本構想等の比較

区 画 整 理 計 画 道路整備基本構想等

幅 員 延 長 幅員 延長合計 基本構想等 開発指導

16m 以上 1， 1 7 4 m 1 1.1 % m m % 百1 町1

9 352 3.4 9 354 3.2 354 

8 1，5 9 5 1 5.1 8 352 3.2 352 

6.5 1. 036 9.3 1，03 6 

6 6，1 32 58.1 

6 未満 1，29 5 1 2.3 6剥苗 9，392 84.3 2，465 6，927 

5.5 (8 1 5) (8 1 5) 

5.0 (5，852) 0，650) (4，2 0 2) 

4.5 (1，9 5 5) 0，955) 

4.0 ( 7 7 0) ( 770) 

A 仁1 計 1 0，54 8 1 0 0.0 合計 11，134 10 0.0 4.207 6，927 

道路面積 77，642 rrf 58，3 5 7 rrf 25，469rrf 32，888 rrf 

道路率 20.8% 1 5.6% 6.8% 8.8% 
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責任と負担で1977年から進められた(基本構想道路でも，

新設道路の用地は，開発者・土地所有者が負担する場合

がある) 0 1974年以後の開発行為は図2-6!ζ示したと

おりであり，開発行為が道路形成の上に果した役割の大

きさがわかる。基本構想道路の整備は.1977年にまず測

量からはじめられ.1978年より用地買収・整備が行なわ

れて，少なからぬ事業費が投入されている。

表2-3!乙，開発指導が始まる以前の1973年11月と，

約9年後の1982年 1月の道路現況を比較して示した。な

お1973年11月の状況は，当時測量された500分の 1地形

図から測定し.1982年 1月は現地調査計測による。

1973年11月現在，町屋本郷地区内の道路総延長は5)94

m.道路面積14，806niであり，道路率は3.97:;揺に過ぎな

かった。乙の数値には，外周道路を含んでいないが，そ

れを含めても道路率で6.415ぢとなるに過ぎなし、。地区内

道路を幅員別!r.見れば，幅員4m以上のものは1，l12m.

延長割合で21.4%であるが，乙れは県道八王子城山線

と既に散発的Ir.見られる開発行為によるものがほとんど

表2-3 幅員別道路状況の比較

1 9 7 3年 11月現況 1 9 8 2年1月現況

申国 員
延 長 面 積

延 長

クラス メ仁入コ 計 基本構想 既存等 開発
面 積

8m 以上 Om 0% Oni 168m 2.1% 168m Om Om l，477ni 

6.5以上 352 6.8 2.640 655 8.3 243 352 60 4.803 

5m 以上 130 2.5 650 2.576 32.6 1，378 O 1.198 1 3.1 39 

4m 以上 630 1 2.1 2，620 2.206 27.9 523 272 1.4 1 1 9，647 

計 1.1 1 2 2 1.4 5，910 5.605 70.9 2，312 624 2，669 29.066 

3m 以上 473 9.1 1.388 1.045 13.2 689 356 。3.4 24 
2m 以上 1.919 37.0 4.539 972 12.3 505 419 48 2，294 

2m未満 1，690 32.5 2.969 285 3.6 148 137 O 491 

五十 4，082 78.6 8，896 2、302 29.1 1.342 912 48 6，209 

A 仁3 言十 5，194 100.0 14，806 7，907100.0 3.654 1536 2，717 35，275 

道路率 3.97% 9.4 6;彰

-開発行為 露11道路位置指定

図2-6 町屋本郷地区開発行為および、道路位置指定区域図(J971-1981)
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であった。なお，乙の他iζ500分の l地図上で確認され

る農道が延長で約2，000mあったが，ほとんどl問(1.8m) 

未満のものであった。要するに，町屋本郷地区は外周道

路と県道八王子城山線がやや整備されていた他は，道

路らしい道路がない地区であったといえよう。

1982年1月現在の道路総延長は1973年11月に比較して

約2，700m増加して7，907m，道路面積は35，275nfであり，

道路率も9.46%までになった。幅員別延長で見ても， 4 

m 以上道路が5，605mと， 1973年の5倍IL増え，全道路延

長中70.9%をしめるまでになっている。乙れは，開発行

為により 4m以上の道路が新設されたほか r基本構想
計画jによる道路整備事業により，既存町道の拡幅も着

実lζ行なわれた結果である。

表2-4および表2ー5は，それぞれ「基本構想計画」

と「開発指導計画jの計画の実現状況と計画への適合状

況を見たものである。

「基本構想」道路の1973年11月当時の状態は，建築基

準法の道路要件に適合する 4m以上の幅員を持つものは

206.5m，延長比で6.5:ぢlζ過ぎず， 3m未満が82.3%を

しめ，舗装道路は全くなかった。 1982年現況でみると，

①計画どおりの幅員が整備確保されたものが1，307m，計

画延長の33.9%に達する。②計画幅員に達しないが4m

以上の幅員となったものを加えれば計画延長の59.7~ちに

なる。③計画幅員で整備されたものの内， 73.8%が町の

整備事業， 25.7 %が開発行為によるものであって，基本

構想実現の上で町事業の意義は大きい。④舗装されたも

のは約978m，現在延長の26.9%とまだ少ない。

計画との適合状況は，①路線位置は，既存道路拡幅が

多いため良く一致しているが，新設計画のうちで開発行

為iとより整備されたものに計画位置とやや大きくずれた

ものが2路線，延長で88mある。②幅員の点では，市街

化が既に進行していたため計画幅員以下で整備事業を行

なったものが2路線， 221.5mある。全体として見れば，

大きな計画不適合例は少ないが，③既存建築・開発行為

との関係で，若干の線形の変更は随所に見られる。

開発指導計画道路， 6，157mの内，①現在までに計画延

長の44.8%にあたる2，755mが，開発行為等により整備さ

れた。②その内，計画IL大よそ適合すると見られるのは，

延長で69.5%(計画延長の31.1%)にあたる1.914rriであ

る。③計画不適合の道路形成は760mあり

表2-4 道路整備基本構想の整備状況

計 画

幅員 延 長

9m 354m 

1 00.0 % 

6.5 1，036 

1 00.0 

5.5 8 1 5 

1 0 0.0 

5.0 1，650 

10 0.0 

3，8 5 5 
メt:l泊、 1 00.0 

町事業

E十 開発による

未事業

計画

合計

6， 1 5 7 m I 2，7 7 4 m 

1 0 0.0% I 4 5.1 % 

198 2年 1月現在整備状況

計画幅員どおり 4m 以上計
4m未満

合計延長 整備済 未舗装等 画幅員以下

106m 106m -m  248m 一町1

29.9 % 70.1 :ぢ % 

86 86 349 594 

8.3 33.7 57.3 

263 1 9 244 7 1 328 

32.3 8.7 40.3 

853 6 2 1 232 325 420 

5 1. 7 1 9.7 2 5目5

1.307 746 562 993 1，342 

33.9 25.8 34.8 

965 555 4 1 0 

336 1 9 1 1 45 

7 7 

表2-5 開発指導街路計画の整備状況

現況なし

-m  

% 

1 40 

1 7.2 

45 

1 8 5 

2.7 

4.8 

計画

なし

81 m 

1.3:彰
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所40m(通路2か所，既存建築のための幅員減少lか所)。

路線方向が全く変って形成されたもの3路線275m.路

線方向は同じだが筆界との関係等で位置が大きくずれた

もの5路線445mなどとなっている。④計画IC全くなか

った路線が開発行為によって形成されたと見られるのは，

前述の路線方向の変更によるものを除けば，延長にして

81mと少なく，開発指導計画が当面の市街地形成に対し

充分な計画であ/った ζとを示している。

図2一7および図 2-8は，地区街路計画の一部と，

同じ場所の1982年1月現況を比較対比し，問題点を指摘

したものである。

図2-7の内.12街区は，地区街路計画が比較的土地所

有界・筆界と整合性をもって計画されているため計画適

合度が高いが，①形成位置が，土地所有者の異なる筆界

から，同一所有者の筆界lζ移ったため(図2-7のエ及

び図2-9) .表裏で接道する敷地が出来る一方で，接

道困難な敷地も生じている，③工専計画追加により，基

本構想道路との重複・不整合が生じてし・る(図2-7の

ク，図2-9)③個別建築行為により，道路幅員がせば

められている(図2-7のオ，関2-9)などの計画不

適合が見られる。又.16街区の地区街路計画は，所有者

の異なる筆界を横断する形で路線が計画されているが

(図2一7のキ).④開発行為が，その中央部の筆(同

図，地主Cの所有地)から始まったため，地区街路計画

..1982年 1月現J見

(ア)計画道路とややずれた実現

(イ)東西道路のくいちがい

(ウ)計画どおり実現の部分

(エ)道路が一筆東へずれて実現(図2-9参照)

(オ)個別建築行為により拡幅困難(向上)

(カ)計画と大幅な変更

(ク)工専計画道路の新設

(ヶ)工専計画による拡幅

(コ)基本構想道路町実現困難

IC沿った道路形成は事実上不可能となり，計画と全く異

なった，乙の筆限りで可能な道路により開発がおこなわ

れた(図2-7のカ)。日IJの部分の同じようなケースを

図2-101ζ示したが，ここでも筆界を横断する計画が実

現しにくい事が明瞭に示されてし‘る。

図 2-8 は，町屋本舞~地区の*端t 県道八王子城山線
の東側を示している。乙の区域は，町屋本郷地区の中で

も最も早く市街化が及び.1971年3月時点で既に相当数

の住宅の立地が見られた(凶2-2 a参照)。このため，

断念された区画整理設計も，そのような開発の進行と矛

盾しないような，既存道路拡幅・現i兄筆界重視の計画で

あった(図2-3)。したがって，地区街路計画と区画

整理設計は極めて類似したパターンになっている。たf二
乙の区域は「基本構想、計画jからはずされてし、るので，

既存町道の拡幅計画はなく， 1974年以前の既存家屋によ

って狭められ，拡幅が明らかに困難な部分は，そのまま

狭い幅員で地区街路計画iC表示されている。地区街路計

画が，乙のように開発行為の傾向IC沿「て作られてし・る

から，①全体的に見た場合，計画への適合度は高いとい

える。ただ.②筆界を横断する東西方向の道路は，必ず

しも計画した位置に形成されてL、ないが，その事自体の

道路網の系統性に対する影響は少ない(図2-8のウ，

オ)。③町道の整備が遅れており，困難と思われ(図2

-8のエ，カ).乙の区域が区画道路だけで，補助幹線

b.地区街蕗計画

(キ)所有界・筆界との矛盾する計画
(A.B.Cは地主名)

(サ)基本構想道路と開発指導計画の矛盾

図2-7 町屋本郷地区道路整備上の問題点(その1)
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的道路のない区域になる恐れがある，などの点、が指摘出

来る。要するに，地区街路計画の開発整備水準向上に与

える効果は，乙の区域では，あまり大きくないといえよ

っ。

2-4地区街路計画・事業の特徴と問題点

以上述べて来たように，城山町町屋本郷地区の地区街

路計画は，計画図を定めて道路整備を行ない，あるいは

開発行為・道路位置指定申請・建築行為の規制誘導を行

なっているものであり，その数年にわたる実積は，戦前

の積極的指定建築線に匹敵する成果をあげてし‘る。乙乙

で，乙の事例の特徴・意義および問題点を整理してお乙

う。それは，今後，地区計画制度による地区施設の計画

を策定し，実施してゆく上でも参考となるだろう。

(1) 本計画の特徴と意義

町屋本郷地区の地区街路計画およびそれに基づく事業

の手法的特徴は次の3点である。

(ア)計画道路は，早期iζ整備されていた外周道路及び

県道， r基本構想j道路等，および「開発指導計画」道
路の3段階からなり，乙れ等が比較的うまく構成されて

いる。

乙のような郊外地整理一般型建築線類似手法は，土地

区画整理事業のよう・に一時11:全体の道路網を作りあげ

る手法とは違い，道路網の全体像は，計画図であらかじ

(ア)ほぼ計画どおり実現
¥¥、

(イ)幅員不足

め示されているものの，整備は，開発行為のたびごとに

少しづっ，しかもアトランダムK進められてゆくのであ

る。それは，あたかもジグソーパズルのタイルを一つ一

つ置いて，次第に絵を完成してゆくのと似ている。アト

ランダムにタイル(開発行為)が置かれでも，それぞれ

が機能し，全体としても，たとえ不完全でも絵(道路網)

であるためには，全体のアウトラインが早期11:明らかに

なっている事が望ましい。要する11:，地区幹線・補助幹

線的道路がz きちんと計画され，比較的早期に整備され

ている事が必要なのである。

本地区は，前にも述べたように， 1973年の時点で既に

北(約8m)，南 (5.8-7m)，西 (5.5-6m)の外

周道路および県道八王子城山線 (7.8m)が既に整備され

ており，基本構想道路の町道原宿堀線(計画幅員9m) 

とあわせて，地区内11:350-500m間隔で大きな枠組を

形成している。更に，基本的K町が整備責任を負う基本

構想道路(5.0吋 .5m)が，地区補助幹線的機能を持っ

て 100-150m聞編で配置され，大街区を形成して

いる。乙の乙とが，個別開発行為がアトランダムK行な

われでも，街路形成を経過的にも最終的11:も秩序fごてて

ゆく上で重要な効果をあげているのである。

(イ)基本構想道路の整備には，相当な町予算の投入と，

幾つかの手法的工夫が行なわれている。

基本構想道路の整備は，新設道路の場合等K開発者負

(ウ)東西道路の位置変更

8.1982年1月現況

(エ)東西道路(基本構想相当)
の拡幅困難

(オ)東西道路の位置変更

(カ)東西道路(基本構想相当)現況3mジャリ道

b.地区街路計画図

図2-8 町屋本郷地区道路整備の問題点(その2) 
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担を求めることがあるとしながらも，基本的iζは町が責

任を負い，町の事業として進められてし倍。乙れは重要

な点であり，西ドイツ，スウェーデン等の地区詳細計画

でも，事業費負担において開発者負担・受益者負担があ

るにしても，地区整備は自治体の責務であると定められ

ている。21)町犀本郷地区の場合.1977-1980年度の 4年

聞に， 9，287.7万円の道路整備事業費が投じられている。

その内訳は，測量費919万円，用地買収物件補償費3958

万円，工事費4，378.6万円となっている。 乙れは，との

期間の町の道路関係事業予算の12.4%にあたり，特1<::

1979年度iとは24.5%1乙達する。

また，基本構想道路の整備を進めるに当って，幾つか

の工夫をおこなっている。①道路用地買収は. I道路用

地買収等価格基準J(数年ごとに改訂，最新1980年4月)
lとより，きめ細かし、買収を行なっている。例えば，価格

基準は，計画幅員の大小で・差をつけ，計画幅員4m以上

5m未満の場合は固定資産評価額の2分の lないし 3分

の 11<::過ぎないが，計画幅員7.5m以上の場合は固定資

産評価額の2引音とするなどとしてし倍。又，拡幅が道

Eヨ従前筆界 8 1982蹴道路

zzt男匙ZTEヨ地区街路計画線
図 2-9 地区街路計画の実現状況

(道路位置のズレ)

路中心線振分けにならず，片側に大きな負担となる場合

は買収価格で調整するとしている。⑨用地負担が特lζ大

きくなる角地等iζ対して，先行買収しである用地を使っ

て代替地を提供した例。これは図2-131L示したように

「基本構想」以前に既に宅地分譲が行なわれていた土地

で，基本構想道路iとより画地地積が大きく減少する 2画

地につき，先行買収していた町所有地(町屋児童公園北

側)の代替地と交換してが町が取得し，更に隣接する画

地(同図C)と合せて2画地となる様IL境界整理を行な

ったものであるf2)③土地の交換・境界整理iζより道路

のっけかえを行なった例。図 2-14に示した様に，これ

はもともと鋭角に交っていた交叉点を改良する目的で，

町と 2地主の問で土地の交換を行ない，交叉点の改良と

園地形状の整形化を同時に達成している。形式的には，

新道路用地を地主Bから寄付を受けて築造し，乙れと交

換に不要に帰した!日道路用地を媒介にして，地主A-B

間において区画形状整形化のための境界整理を行なった

、，o
・g.
，，J 

Eヨ従前筆界

仁コ

Eヨ1982.1現在道路
Eヨ地区街路計画線

図2-10 地区街路計画の実現状況

(筆界を横断する計画)
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ものである33) ④利用困難な土地の買取り。乙れは，工

専計画の追加のため，生じた不整形な島状の土地(図2

-7のクの下の部分)を町が約4，000万円をかけて買収し

たものである。乙の部分は，工専計画道路完成後は，現

町道(基本構想、道路)の廃止・整理の後IC再利用される

ものと恩われる。

(ウ)開発指導計画は，計画図を基本にしつつも，柔軟

な指導を行ない，開発業者の協力も比較的良好である。

前述のように開発指導計画IC基づき整備された道路の

計画不適合は30%程度であり，戦前の積極的指定建築線

の事例(石田・池田， 1979: 60-62)と比較しても良好

であるといえよう。不適合の場合も，開発行為iζ関して

いえば，城山町の場合500nf以上は開発許可制にかかる

のであるから，計画図IC基づく開発指導を無視した勝手

な開発というよりは，当初の開発指導計画IC所有界・筆

界との関係で無理があったと見るべきで，行政の側が当

初計画に乙だわらない柔軟な指導を行なった結果と見ら

れる。乙のような柔軟な指導によっても地区街路計画の

系統性が失なわれないのは，地区幹線・補助幹線的道路

の大枠が固まっているからである。

¥ν 

--ー"ーー

Eコ附蹴道路
匡ヨ地区街路計画線

図2-11 地区街路計画の実現状況

(先端緑地)

135 

なお，町屋本郷地区の開発行為30事例の道路負担率は

平均25.7%であるが，個別に見れば負担率0%という特

殊な例から46.1%までと，やや分散が大きい。隣接する

相模原市の一戸建て専用住宅に関わる開発行為 551件

(1972-1978年度)の負担1$20.6%1ζ比較して，やや高

し、負担率であり，特iζ開発規模1，500nf以上の場合IC差が

大きい。しかし，乙の差が，計画岡を用いた開発指導が

原因であるとは必ずしもいえないようである。

(2) 地区街路計画およびその実施上の問題点

町屋本郷地区の地区街路計画そのもの，およびそれに

基づく開発指導・整備事業の実施上の問題として，次の

4点があげられる。

(ア)，基本構想計画，開発指導計画，工専計画の聞に若

干の不整合が見られる乙と。

乙の3つの計画は，前にも述べたように，比較的良く

整合しているが，それでもなお，若干の不整合が見られ

る。例えば，①図2ー7のクに見られる工専計画で付け

加えられた計画道路と基本構想、道路との不整合である。

日
日
物

医ヨ先端緑地

Eヨ1卿蹴道路
Eコ地問路計画線

図2-12 地区街路計画の実現状況
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工専計画では，工業専用地域の北側境界線(乙乙では工

業専用地域が直接に第l種住居専用地域と接している)

に沿って，遮断の意味を乙めて幅員10mの道路を計画し

ているが，乙の計画道路と基本構想、の町道拡幅計画線

C6.5m)とは鋭角i乙交叉し不整形な土地を生み出し，交

通機能上は重複する。図2-7で見てもわかる様に，基

本構想iζ含まれていなかったにもかかわらず，境界線道

路の路線上fC，幅員6.5mの道路が開発行為iとより形成

はじめているのは， 1981年以前IC基本構想の変更が実質

的に行なわれていたためと見られるが， 6.5mの既成

部分を更に10mへ拡幅する計画は建物にかかる部分もあ

り困難であろう。当初，もう少し慎重な計画が必要であ

ったといえる。

また。②同図のサlζ見られる新設基本構想道路と開

発指導計画との不整合は，開発指導計画が既存町道のみ

を考えてし‘たことにより起っている。乙の部分は，次に

述べる土地所有界・筆界との矛盾もはらんでおり，不整

合を修正した新しい計画を早期IC確立しておかないと，

a.事業前公図

11一一一-------一一「一
日開幅予定地 幽代替地問とした土地

)jf I R二円一
日利用界

図山

区翠B→町

日筆界

E圏B→町→C
_A.B.C→町(道路用地)

図2-13 道路拡幅のための代替地・境界整理

計画不適合が拡大するおそれが大きいといえよう。

更に，③地区西半分では，市街化が一定程度進んでい

たため，基本構想、道路は幅員5.0mで計画され(実現幅員

がこれに満たない部分もある)，開発指導計画による道路

幅員との差が無くなって，ヒエラルキーのない道路網計

画になっているのも一種の計画不整合であろう。

(イ)，開発指導計画に土地所有界・筆界l乙対する考慮の

不足してし‘る部分があること。

町屋本郷地区は，新田開発特有の比較的整った筆書IJ

りの地区であり，筆割り・土地所有界を考慮して慎重に

計画すれば実現率の高い計画が可能であり，本計画も大

よそ妥当な計画といえよう。しかし，前項でも指摘した

ように，所有界の横断，所有者の異なる筆界に配置され

た計画路線等の実現に障害のある計画も少なくない(図

2-10参照)。本地区では， 300分の l地形図(一部に

は民有地境界確定のある250分の l地図も)等，精度の

高い大縮尺の地図があり，より慎重な計画を行なう条件

はあったと考えられる。

(ウ)，常に地区の状態を正確に記録し，計画のメンテナ

ンスを行なう必要がある乙と。

基本構想、道路については，事業乙とに丈量図が作られ

皿四国→町→A

醐 A→トB

a.事業前公図

b.事業後公図

区I]B→町(道路JEヨ利用界
図園→町→B 日筆界

図2-14 道路うけかえのための交換・境界整理
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ており，個々の開発行為等にも添付図面があるが，これ

らを一枚の地図に，常IC記録しておく事は行なわれてい

ない。地区街路計画図自体， 1977年頃の1000分の 1集成

公図に記入したものが1枚あるだけである。前lζ述べた

ような計画と実態との計画不適合も，それが開発指導を

柔軟に行なった結果と恩われるのに，地図l乙記録し計画

図を修正するというように扱われていない。

本計画の様な郊外地整理一般型の手法では，実際の開

発行為・建築行為，街路形成の実態を常IC精度の高い地

図上IC記録しておき，計画と実態のずれが大きくなった

部分については，必要IC応じて計画の修正を行なうべき

であろう。乙の様な対応は「計画のメンテナンスJとも

呼ぶべきもので，地区計画制度の運用上でも重要であろ

つ。

(エ)，個別建築行為を計画に適合させる手法が充分でな

いこと。

建築確認制度のもとでは，接道条件などを「適法J1ζ 

満たした建築行為κ対して，更に計画図への適合を求め
る乙とは，その計画区l自体が戦前の積極的指定建築線

のように法的な力を持っていない以上むずかしい。乙れ

は地区計画制度のもとでも，予定道路指定lとより建築線

指定なみの強制力を持たせない限り同様である。

町屋本郷地区の場合も，個別建築行為により計画路線

が侵され，実現困難になっている例は少なくない。その

例を図2-9，図2ー121乙示した。図2-9は，計画道

路幅員が狭められており，図2ー12の場合は部分的に実

現してし・る路線の延長上に建築物が建ってしまっている。

乙の様な部分的な計画実現阻害でも，積み重なって来る

と道路網としての機能を著るしく阻害する。

個別建築行為(道路位置指定を伴なわない数棟の建築

群24)を含む)は，基本構想道路の整備が進み，あるいは

開発指導計画により道路が形成されるにしたがって，よ

り多くの土地が建築敷地としての接道条件を満たしてく

るので増大し，それにつれて計画実現の阻害となる例も

噌大するおそれがある。図2-12の例は，新設基本構想道

路により接道条件を満たした個別建築行為が開発指導計

画による道路の延長を困難にしている例である。本地区

では部分的に形成された開発指導道路の先端部分は，緑

地扱いとし，当該道路の延長を妨げる様な個別建築敷地

の接道を不可能にするなどの工夫をしている(図2-11， 
図2-1225)) 

地区計画制度でも，予定道路指定を行なわない限り，

個別建築行為に厳しく計画適合を求める事は出来ず，届

出勧告制に頼るしかない。地区計画区域では，個別建築

行為も開発行為とみなし，開発許可制の対象にするなど

の，何等かの強い措置が必要であろう。

なお，城山町の事例研究を進めるにあたり，城山町役

場で本計画を担当して来られた方々および現在の担当者

から，貴重な経験を聞かせていただき，多くの資料の提

供を受けた。本計画・事業の先進性IC敬意を表するとと

もに感謝を申しあげたし、。また，本研究は神奈川県都市

部都市整備課(旧開発指導課)のガイドプラン研究会と

の共同研究の一環として行なわれたものである。

3. まとめ

本稿では，まず最近の建築線類似手法による新市街地

形成の計画化省秩序化の事例について，戦前の積極的指

定建築線の運用タイプにそって分類検討し，更に，その

中の郊外地整理一般型の優れた事例として神奈川県城山

町町屋本郷地区について調査にもとづき詳細に検討した。

それぞれの事例の教訓については既に述べて来たので，

乙乙では簡単に整理しまとめとする。

まず第一IC:，戦前の積極的指定建築線の運用タイプIL

対応して見れば，郊外地整理一般型および区画整理促進

助成型IC:優れた事例が見られ，戦前あれほど多用された

区画整理補助型の事例が少ないという点が注目される。

乙の点では戦前の技術的蓄積・教訓が充分に継承されて

いなかった事によるものともいえるが，指定建築線の持

っていた個別建築行為への法的拘束力にかわるものが無

し吃，区画整理区域の様IC一定の接道条件を満たしてい

る所では使いにくいという事であろう。地区計画制度の

予定道路指定は区画整理区域では比較容易に行なえるよ

うになっているが(建築基準法第68条の4第I項2号λ

逆にいえば，区画整理区域では予定道路の指定なしに地

区施設の計画を担保し得ない事にも留意する必要がある。

第二の点は，乙れ等の事例が多分IC1968年都市計画法

の開発許可制度を依りどころに計画の実現を図っている

点である。開発許可制度は戦前の都市計画・建築行政制

度には無かった制度であるので，これは積極的指定建築

線の教訓!と最近の建築線類似手法の事例との大きな相違

点といえよう。開発許可制度およびそれに基づく開発指

導(要綱・基準)は法的強制力をもっているので，①開

発行為がどの様な区域について，②どの様な規模・形態

で出て来るかという読みを誤らなければ(開発のお乙り

方と所有界・筆界との関係も含まれて来る)，計画適合

を求める乙とは比較的容易である。ただ，③開発許可の

対象範囲を，なるべく小規模な開発行為にまで拡げる乙

とが重要である。

第三の点は，乙乙で取りあげた諸事例における細街路

計画線と戦前の建築線の間にある個別建築行為i乙対する

規制力の差である。戦前の建築線は「建築物の突出を許

さざる所の線Jとして，個別建築行為に対しても，そ

の指定線聞の土地を侵させない強い規制力を持つていた

が，地区計画制度以前である乙れ等の諸事例では， f91Jえ

那覇市首里大中町の事例のように細街路計画線を都市計
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画決定したとしても，戦前なみの強し、規制力を持たせ得

ない。したがって，開発許可にかかる規模の開発行為と

それ以下の開発行為および建築行為の間区大きな落差が

出来るのである。その意味でも前項でのべたように，な

るべく多くの行為を開発許可制ないしは道路位置指定に

かからせる乙とが重要である。

第四の点は，建築線類似手法は基本的には規制誘導的

手法であって事業的手法ではなく，又，開発者負担によ

り公共施設整備が行なわれる側面が強いにしても，戦前

の建築線制度に関していわれていたような「公費を投ぜ

ずして実現すべきj都市計画に留ま「てはならない乙と

である。優れた事例とレわれるものは，城山町の事例で

も勝田市の事例で，また大阪府細街路整備事業の場合で

も，地方自治体が公共施設の整備に責任を負うという立

場から一定の負担も行なわれている。これがあって始め

て強力な規制誘導も可能になるといえよう。

第五の点は計画の確定性と柔軟性である。地区計画制

度における地区施設の都市計画決定の性格は，都市計画

施設の都市計画決定の性格と同じであろうか。また，地

区整備計画まで定めた場合と，そうでない場合とはどう

であろうか。特iζ1000分の 1，500分の lあるL、は250

分の lという様な大縮尺の地図に表示された計画は，ど

乙までが確定したものであり，どとまでが「絵Jであろ
うか。 ζの問題は，計画の実現手段がもっぱら規制誘導

であるため実際の局面では柔軟な対応をせまられるだけ

に重要な論点である。柔軟な対応をする度lζ都市計画決

定の変更をするのは煩墳である。

第六l乙，城山町の事例i乙見られた境界整理的手法の重

要性である。日本の区画整理制度は，相当大きな施行区

域を対象IC事業の中で地区の将来像(プラン)を画きな

がら事業的手法で実現して来た。しかし，今後は地区計

画を先行させ，区画整理および境界整理などの事業手法

を必要な限りで実現の手段として位置づけてゆく必要が

ある。特iζ，計画の実現のために局部的IC行なわれる境

界整理は制度的に確立してゆく必要がある。

最後に，計画K対する住民合意の形成の問題である。

諸事例とも，全体的に見れば行政主導型であり，住民合

意の形成は必ずしも充分にはかられているとは言えな~'0 

今後，地区計画制度の運用の上では留意しなければいけ

ない点である。

注

1)私道の変更又は廃止の制限に関する規定が，建築基

準法第45条iζ設けられた。乙れによって，私道の変更

または廃止により建築敷地の接道条件が満たされなく

なるというような，戦前しばしば見られた現象はなく

なっfこ。

2) 建築基準法附則5項lζ 「市街地建築物法第七条但し

書の規定によって指定された建築線で，その間の距離

が四メートル以上のものjは「道路の位置指定があっ

たものとみなすJと規定された。

3) 大阪府細術路整備事業補助制度として1967年に発足

し， 1969年iζ細街路の他iζ水路整備事業も加えて細街

路等整備事業となった。

4)対象市町村は，大阪府下の高槻，茨木，寝屋川，吹

固など， 19市町村に達する。

5) 寝屋川市の事例については，大阪府建築部開発指導

課他「小規模宅地造成誘導フ。ランの策定IL関する調査

研究J1980年3月，および寝屋川市資料による。

6)勝田市では都市計画道路の内，改良済み又は改良中

が86.9%に達しているが，その内で借地によるものは

9.8%をしめる。

7)勝田市における借地は， 1977年3月末現在で54.4ha

IC達してし・る。内訳は，行政財産(市営住宅，小中学

校幼稚園，公園児童遊園地等)30.0 ha ，普通財

産(県立高校，国立高専，県営住宅等) 14.6ha，道路

9.8haである。乙れらの借地は，土地区画整理事業施

行時lζ換地を与える乙とによ叶て解消する乙とになっ

ており，買収を予定しているのではなレ。

8) 1972年から1977年までの 5年間の開発指導事例は9

例であった。

9) ζの区画整理事業では，保留地面積15.3haのうち，

10.4haを市交通局に寄付し，それにより誘致整備した

駅前i乙残余の保留地を集め，高価格で処分してし、る。

10)たとえば豊田市田中地区についての報告書(豊田市

・市浦都市開発コンサルタント ο，1981)などがある。

11)当時(1966年)は1968年都市計画法の成立は勿論，

その基礎となった宅地審議会第六次答申も出されてい

なかったので，市街化区域・市街化調整区域の区域区

分については言及されてし、なし、。

12)乙の時期に立案された図面は現在町役場にも保存さ

れておらず，当時の担当者の記憶も不明瞭である。乙

の時の計画範囲は町屋本郷地区に限定されず，市街化

区域全般にわたっていた可能性がある。

13)乙の基準は町屋本郷地区K限らず城山町全域K適用

されるものであり， I開発指導計画」の計画図書とは

し‘えなし‘が，事実上その様な位置づけになってし、る。

内容的には，①500rrf以上の開発行為IC適用，⑨公共

施設等の基準，③公共施設等の用地提供，④1戸建住

宅の場合120rrfの最小限敷地，等を定めている。

14)乙こでは側溝による排水を指してし・る。地区全体と

しては，町田市境にある境川IC向かつて北にゆるく傾

斜しており，南北方向に排水溝が整備される必要があ

った。

15)住民説明会にあた司ては500分の 1地形図に計画が
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示されたといわれる。

16)当初の基本構想には，工業専用地域と第 1種住居専

用地域の境界線には計画道路がなかったが，その後比

較的早い時期1L6.5mの道路が事実上追加された。し

かし，乙の様な変更は法的な決定手つづ、きを経て行な

われたものでなかったので，その時期等Kっし‘ては明

確ではない。しかし，乙の計画道路は既iζ部分的に実

現している(図 2-7のク)。

17)その後，新しい工場の進出にともなって，区画街路

の計画を含む「工専計画jの修正が行なわれている

(1982年末)

18)乙の都市計画道路予定線は区画整理の中止とも関係

して都市計画決定に至らなかった。

19) r基本構想jでは，通過交通を排除するため車道幅
員を抑え，幅員iζ余裕のある場合はなるべく歩道を設

けると述べているが，地区街路計画の歩道は県道添い

を除けば，町道原宿堀線のみであり，歩道幅も狭小で、

ある。

20)その後，工専地域における工場のための開発行為lζ

より公園用地提供の計画が進んでいるが，住宅地域と

は離れた位置になる。又，地区の中央部に比較的大き

な公園を作るという構想もあったが計画までに至って

し、なし、。

21)西ドイツ連邦建設法 123条l項.(ディーテリッヒ・

コッホ，阿部訳「西ド吋ツの都市計画制度j学芸出版，

1981， P 170) 

22)乙の事例の場合.Aの土地は 109.82nfで道路用地に

15.77 nf ( 14.35%)さかなければならなかった。代替

地は124.43nfであり，等積交換の立前なので差額を徴

収したとし寸。 Bの土地は108.18nf (道路用地による

減少率8.8%. 9.49 nf)で135.58nfの土地と交換した。

Bの土地は道路用地を除いた後， 41.19nfと57.48nfI己

分筆し前者をC (108.34nf) I乙払下げ敷地規模の適正

化を行なった。残余(57.48nf)はAとあわせ一画地(151.22

nf)として町が保有している。なお先行買収した代替

用地は，なお 800nf残っている。

23)実際のプロセスは，①地主Bから図2-14の小ドッ

ト部分71nfを町に寄付，⑨同図斜線部分 (19.21nf ) 

とクロスハッチ部分 06nf)を町と地主Aの間で交

換，③大ドット部分 (81nf)とクロスハッチ部分 06

nf)を合わせて地主81ζ無償譲渡(事実上は上記①で

寄付された小ドット部分との交換)という乙とになっ

ている。

24)町屋本郷地区内Irも，他の開発行為で整備された町

道にそった土地で，敷地延長3戸を含む5戸のl戸建

住宅群が建設されている例がある。

25)図2ー12の例は，関発許可にかかる道路に先端緑地

が設けられているにも拘わらず，その延長上に新築建

物が建設されている。乙の建物は北側の基本構想道路

(地主の用地提供により実現)1ζより接道条件を満た

して建設されるものである。
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In our preceding papers we had mentioned the effectiveness and problems of the 

building line system in prewar years as a controlling method of urban sprawl and derived 

some lessons for the district planning system legislated in 1980. But the circumstances 

and the legislation of town planning in comparison with that of prewar years have since 

changed. 

In this paper we examined recent examples of the controlling method of urban 

sprawl which resembled the building line system in prewar years and intended to derive 

supplementary lessons to the application of the district planning system. 

In chapter 1， we classified these examples into three categories according to the 

application types of the building line system: namely Kogaichi-seiri Ippan (simple 

application to suburbanizing area)， Kukakuseiri Sokushin (application to promote land 

readjustment) and Kukakuseiri Hojo (supporting application to 1回 dreadjustment). 

And in chapter 2， we investigated precisely the case of Shiroyama吃hδin

Kanagawa Prefecture which belongs to Kogaichi司seiriIppan type. 

The findings and conclusions of this paper are as follows: 

1) There were many examples of Kukakuseiri Hojo type application in prewar 

years， but very few examples resembling this type in recent years. In Kogaichi-seiri 

Ippan and Kukakuseiri Sokushin type， we found some good examples. 

2) Kaihatsu-kyoka Seido (planning permission system) which was legislated by 

the 1968 Town Planning Act played important role in these examples. As boundary 

lines of planned streets in these cases were not given any legal force to prevent the 

protrusion of buildings out of them， local authorities were only able to realize the planned 

streets by Gyosei-shido (administrative guidance) based on the planning permission 

system. 

3) As the planning permission system of 1968 Act put aside developments less 

than 0.1 ha (in some localities 0.03 ha)， the administrative guidance could not have any 

substantial force to smaller developments and buildings constructed one by one. We 

suppose this weak point of the planning permission system would present a serious 

problem to the enforcement of the district planning system. 

4) The method resembling the building line system was intended to realize 

local streets not by construction work but by control and guidance. However， in the 

examples examined some construction work， especially 句 realizesubsidiary principal 

roads in the e 


